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（１）本調査の目的と活用 

 2016年度の診療報酬改定においては、「患者自身が納得して主体的に医療を選択できる

ようにすることや、病気を治すだけでなく、『生活の質』を高める「治し、支える医療」

を実現することが重要」という視点から、かかりつけ医機能の評価が見直されました。 

 また、在宅医療を専門に行う医療機関（以下、「在宅専門診療所」）の開設が認められ

たほか、地域包括ケアシステムの構築にむけて在宅医療の評価の見直しが行われています。 

 これを踏まえ日本医師会は、2018年度診療報酬改定等の検討材料とすべく、診療所の「か

かりつけ医」機能や在宅医療への取り組みなどの実態を把握するためアンケート調査（「か

かりつけ医機能と在宅医療についての診療所調査」、以下「本調査」）を行い、その結果

を公表しています。 

 

◆かかりつけ医機能と在宅医療についての診療所調査（2016年 11月実施） 

●調査対象 

⇒ 対象者数 3,416人 

＊公益社団法人日本医師会の会員のうち、診療所開設者または法人代表者で管理者を兼ねる

医師から 20分の１を無作為抽出（未達を除く） 

 

●回収状況 

⇒ 回答者数 1,605人（回答率 47.0％） 

有効回答数 1,603人（有効回答率 46.9％） 

 

●基本的に外来を行っている「かかりつけ医」を対象として実施 

（出典）日本医師会総合政策研究機構 日医総研ワーキングペーパー№378 

 

 かかりつけ医機能を評価する診療報酬としては、2014年度改定において、地域包括診療

料（加算）が創設され、今後も算定拡大に向けた評価アップや他の医療施策による後押し

によって、この機能と役割を診療所に担わせる方向性は変わらない見込みです。 

 一方で、かかりつけ医として在宅医療に取り組む診療所の中には、施設基準取得・維持

の負担が大きく、撤退を検討するケースも少なくありません。 

 本調査結果により、診療所が「かかりつけ医と在宅医療の担い手」としての実態を把握

診療所に求められる「かかりつけ医」と在宅医

療 

１｜かかりつけ医機能と在宅医療に関する診療所調査     
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し、取り組みと体制維持に向けた課題を認識することが必要です。 

 

（２）かかりつけ医の担い手は診療所 

 2014年診療報酬改定で評価が導入された「主治医機能」ですが、かかりつけ医の役割と

しては、その検討経緯において次のように示されました。 

 かかりつけ医として地域の医療を支えながら、外来から在宅医療へ移行した高齢患者の

ケアを担い手として期待されている診療所は、かかりつけ医の役割を果たすことが求めら

れています。 

 

◆社会保障審議会医療部会の意見書～かかりつけ医等の役割 

●かかりつけ医について、国民が身近な地域で日常的な医療を受けたり、あるいは健康の相談等

ができる医師として、国民にわかりやすくその普及・定着を図る必要がある。 

 

●主要な事業ごとの医療連携体制を構築し、地域において実際に連携がなされるためには、かか

りつけ医が、患者の病状に応じて適切な医療機関を紹介することをはじめ、常に患者を支える

立場に立って重要な役割を担うこと、また、診療時間外においても患者の病態に応じて患者又

はその家族と連絡がとれるようにするなど適切に対応することが求められる。 

 

●患者の視点に立って、どのようなかかりつけ医の役割が期待されるか、また、その機能を発揮

するために、サポート体制を含め何が必要か等、各地域での医療連携が適切に行われるよう、

かかりつけ医のあり方について、引き続き検討していく必要がある。 

 

 次期 2018年度診療報酬改定は介護報酬改定と同時に実施予定であり、地域包括ケアシス

テムの推進と地域が支える医療・介護のシームレスな連携を踏まえ、在宅医療におけるか

かりつけ医は今後も役割が拡大し、その機能も重要な位置づけになるとえいます。 

 かかりつけ医機能に関する評価アップや要件緩和も想定されるなかで、診療所としては

早期にかかりつけ機能の充実に取り組む必要があります。 
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 本調査の結果は、いくつかのキーワードにより設定した回答項目に対して整理されます

が、回答者の自由記述欄に記載された具体的な内容を含め、次のようなポイントが挙げら

れています。 

 

◆かかりつけ医機能と在宅医療についての診療所調査結果（2016年 11月実施） 

【概要とポイント】 

●かかりつけ医機能を評価する診療報酬 

前回 2014年度改定で創設された地域包括診療料（加算）は、在宅患者への 24 時間対応と常勤

医師２人以上要件が負担となり、算定が拡大する見込みがない。 

●在宅療養支援診療所以外に対する評価 

訪問診療を行っている診療所の約半数は在支診以外。2016 年度改定で在支診に対する評価が

行われたが、在支診のみならず在宅医療を行う診療所に対して広く評価が必要 

●在宅医療を担う診療所の負担軽減 

24 時間の往診体制・連絡体制の負担が大きく、在宅医療が広がる見通しがない。医師自身の

体力の問題から、在宅医療から撤退するケースも 

●地域で在宅医療を拡大 ⇒ 受け皿となる入院施設の確保も必須 

●家族の介護力の確保も不可欠 

家族の事情や地域の事情にあった診療報酬にとどまらない施策 

●長期処方による重症化の問題等 

患者の理解も得て、是正していく必要 

●薬局とのコミュニケーションの重要性 

かかりつけ患者の医薬品の管理のためには、診療所と薬局との連携が重要 

●一般名処方加算を算定していない理由 

「後発医薬品を信頼できない」という回答は依然として４割 

後発医薬品について品質、効果に問題があると考える医師がそれぞれ５割以上 

 

 上記の内容は、次期診療報酬改定に向けた議論の基礎資料として整理されたものでもあ

り、これらが次期改定における、とりわけ診療所に対する評価の検討に活かされることに

なります。 

 次章より、主なポイントについて実態から浮かび上がった課題と、その解決方法を紹介

します。 

２｜ 本調査結果の概要とポイント     
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（１）本調査結果からみる「かかりつけ医」の現状 

 かかりつけ医の現状について、本調査からは次のような結果が示されました。 

 

◆本アンケート調査結果の要約＜抜粋＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

「かかりつけ医」機能の拡充に向けて 

１｜かかりつけ医の実際と現状課題の把握     

【地域包括診療料（加算）等】 

●地域包括診療料（加算）は、内科の１割強が届出しているが、今後（当面１年ぐらいで）、

届出が大きく拡大する見込みはない。 

●認知症地域包括診療料（加算）の算定割合は、内科では今後も１割に満たない見込みである。 
 

【かかりつけ医機能】 

●かかりつけ医にとって、「患者に処方されているすべての医薬品の管理」、「患者が受診して

いるすべての医療機関の把握」が重要と考えられており、内科ではそれぞれ３割で実施して

いる。 

●「在宅患者に対する 24 時間対応」が可能な診療所は少なく、実施できていたとしても約半

数は負担が大きいと回答している。 
 

【かかりつけ医と介護保険】 

●地域包括診療料（加算）の要件のうち、かかりつけ医にとって重要と考えられているのは、

「主治医意見書に関する研修会の受講」、重要と考えられていないのは「医師が介護支援専

門員（ケアマネジャー）の資格を保有」することである。 

●「介護認定審査会の委員の経験」はある程度重要と考えられているが、実施しているところ

の負担感はやや大きい。 
 

【小児のかかりつけ医】 

●小児かかりつけ診療料は小児科で届出割合が１割であった。また届出割合に対して算定割合

が低く、算定にハードルがあることがうかがえた。 

●小児のかかりつけ医にとって重要と考えられているのは、「定期予防接種の実施」、そのほか

乳幼児健診、園医など、公務への関わりも重視されている。 
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（２）本調査結果から示されたかかりつけ医機能の課題 

 かかりつけ医である診療所では、その機能を実践するうえで次のような課題が指摘され

ています。 

 

◆かかりつけ医機能において指摘された課題～本調査結果より 

●在宅患者への 24時間対応がネックとなって、地域包括診療料（加算）が広がる見込み

がない。 

●常勤医師２人以上も要件の１つ（＊）であるが、多くの診療所では１人医師であり、

かかりつけ医確保のため、診療所の医師の負担軽減も考慮して現実的な要件にすべき

ではないか。 
＊地域包括診療加算では、「時間外対応加算１又は２」、「常勤医師２人以上」、「在宅療養支援診

療所」のいずれか１つを満たすことが要件となっている。 

地域包括診療料では「時間外対応加算 1」、「常勤医師２人以上」、「在宅療養支援診療所」のす

べてを満たすことが要件である。 

 

（３）かかりつけ医として重要だと考える項目 

 本調査結果によれば、かかりつけ医にとって重要と考えられている項目の上位には、「患

者に処方されているすべての医薬品の管理」、次いで「患者が受診しているすべての医療機

関の把握」が挙げられています。 

 一方、重要と考えられている割合が低かったのは「常勤医師２人以上」、「在宅療養支援

診療所（であること）」など体制面でした。 

 

◆かかりつけ医として重要と思う項目～本調査結果より 
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 「在宅患者に対する 24時間対応」を実施しているのは、内科、外科で２割強という結果

が示されています。一方、現在かかりつけ医として在宅医療を実施している診療所におい

て、負担が大きいという回答が最も多かったのは、「在宅患者に対する 24 時間対応」でし

た。 

 

◆在宅医療に取り組む診療所に取って負担が大きい項目～本調査結果より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ほとんどの診療所では、常勤医師１人で診療を行っているケースが多く、24時間対応に

ついて困難な状況があることはやむを得ない状況と思われます。前述の「重要ではない項

目」のなかの上位に常勤医師２人以上が挙げられていることから、地域包括診療加算など

の診療報酬上の評価に関わらず、かかりつけ医や在宅医療に取り組んでいる診療所におい

ては、地域医療機関との連携による体制構築などの方法を通じて、地域における役割と機

能を果たしている診療所が少なくないといえます。 

 尚、「在宅患者に対する 24 時間対応」を実施していて負担ではないという診療所では、

１施設当たり常勤医師数が 1.39 人、実施していて負担という診療所は 1.20 人、また、24

時間対応を実施していない診療所では 1.17人という集計が示されています。 

 24時間対応を負担としてとらえていない診療所であっても、常勤医師数は２人に満たな

い現状があることから、診療報酬における評価については、より実態に即したものになる

ことが期待されます。 

 

２｜在宅医療に取り組む診療所が負担と考える項目     
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（１）本調査からみる在宅医療を実施する診療所の現状 

 在宅医療を実施する診療所では、本調査により、次のような取り組みの現状が示されま

した。 

 

◆在宅療養支援診療所と在宅医療への取り組み状況～本調査結果より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このほかの項目の回答では、新たに在宅医療に取り組む意向のある診療所も含めて、今

後在宅医療を行う診療所は全体では約４割となりました。「その他」と回答した診療所は、

未定、わからない、必要に応じて行うなどが挙げられています。 

 診療科別にみると、内科および外科で今後在宅医療を行う診療所は６割以上を占めてい

ます。 

 

（２）本調査結果による在宅医療に取り組む診療所が抱える課題 

 在宅医療を実施している診療所の現状をみると、次のような課題が指摘されています。 

 

在宅医療を実施する診療所における今後の課題 

１｜在宅医療に取り組む診療所の現状     

【在宅療養支援診療所（在支診）】 

●内科では約４分の１が在支診であるが、在支診以外で訪問診療を行っているところもほぼ同

じぐらいある。 

●全体で訪問診療を行っている診療所の約半数は在支診以外である。 

●機能強化型在支診（単独型）の約６割は在宅緩和ケア充実診療所・病院加算の届出をしてお

り、機能強化型以外の在支診の約３分の１は在宅療養実績加算の届出をしている。 

 

【在宅医療への取り組み状況】 

●今後、在宅医療を行っていく意向のある診療所は前回 2014 年調査と比べてあまり増加して

いない。しかも現在訪問診療を行っている在支診以外の診療所では約３割が今後縮小・撤退

予定である。 

●これから在宅医療を始めようとするところは、看護師等の確保が大変と感じており、また在

宅医療について相談・連携できる医師を求めている。 
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◆診療所における在宅医療の課題～本調査結果より 

●在宅医療を進める上で、24時間の往診体制と 24時間の連絡体制が大きな負担になっている。 

●在支診以外の診療所では、緊急時に入院できる病床の確保も負担である。 

●地域で在宅医療を進めるために必要なことの２番目に挙げられるのは、家族の介護力の確保で

あり、特に在宅医療を実施している診療所でその実感が強い。 

●訪問診療を行っている診療所の約半数は在支診以外であり、在支診のみならず在宅医療を行う

診療所に対して広く評価が必要。 

●24 時間の往診体制と 24 時間の連絡体制の負担が大きく、在宅医療が広がる見通しがない。医

師自身の体力の問題から、在宅医療から撤退するという診療所もある。在宅医療を担う診療所

の負担軽減が必要である。 

●地域で在宅医療を拡大するためには、受け皿となる入院施設の確保は必須である。 

●家族の介護力の確保も不可欠とされている。家族の事情や地域の事情にあった診療報酬にとど

まらない施策が求められる。 

 

 訪問診療を実施しているが在支診ではない診療所の中には、今後在宅医療を縮小あるい

は在宅医療から撤退するというところが約３割あり、24時間往診体制の負担や、自身の体

力の問題をその理由に挙げています。 

 一方で、現在は訪問診療を実施していないが、今後取り組むというところも 18.8％あり

ました。 

 

◆取り組みタイプ別にみる診療所の負担感～本調査結果より 

１．今後拡充・継続：「現在、在宅医療を行っており、今後はさらに増やしたい」、「現在、在宅

医療を行っており、今後もこれまでどおり続けたい」 

⇒24 時間往診・連絡体制は負担であるが、職員の手当はついており、コスト負担もそれほど強

くない。 

２．今後縮小・撤退：「現在、在宅医療を行っているが、今後は減らしたい」、「現在、在宅医療

を行っているが、今後は中止したい」 

⇒24 時間往診体制、24 時間連絡体制の負担に加え、医師自身の体力の問題がある。医師の高

齢化も一因と推察される。 

３．新規参入：「現在、在宅医療を行っていないが、新たに在宅医療に取り組みたい」 

⇒24 時間往診・連絡体制の不安に加え、関係職種の確保が課題となっている。在宅医療につい

て相談、連携できる他院の医師も求められている。 

４．在宅医療に取り組まない：「現在、在宅医療を行っておらず、今後も取り組まない」 

⇒在宅医療を行う医師・看護師等の確保ができない上、在宅医療に係る知識や技術の習得のハ

ードルが高い。 
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 在宅医療を実施する上で特に大変なことは、「24時間の往診体制をとること」、次いで「医

師自身の体力」、「24時間連絡を受けること」という項目が挙げられました。 

 

◆在宅医療を実施するうえで特に大変だと思うこと～本調査結果より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さらに病床の有無でみると、無床診療所は、有床診療所に比べて 24時間対応がより負担

を感じており、さらに無床診療所は「緊急時に入院できる病床を確保すること」も負担項

目に挙げています。 

 また、地域で在宅医療を拡大するために重要と考えられていることで最も多かったのは、

「受け皿となる入院施設が整備されていること」という回答でした。 

 地域で在宅医療を拡大するために重要と考えられていることについての回答をみると、

在支診では「緊急時に対応可能な訪問看護ステーション」、在支診以外では「受け皿となる

入院施設の整備」が求められています。現在在宅医療を実施している診療所にあっては、

自身の不測の事態や患者の容体悪化の際の対応を想定し、後方支援としての病床が確保さ

れることへの期待があります。 

 今後、在宅医療の拡大には、実際の担い手となる医師や看護師等の人材確保と、後方支

援を行う入院施設の整備が重要だといえます。 

２｜在宅医療を実施する診療所が特に負担と感じている項目     
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（１）診療所の処方をめぐる課題 

 近年、長期処方患者が増えている現状があります。2016 年度の診療報酬改定において、

長期投薬（30日超）の取り扱いが明確化されたこともあり、本調査によれば、約１年前と

比べて長期処方（30 日超）の患者が増えた（かなり増えた、やや増えた）診療所は約３分

の１に上り、減った（かなり減った、やや減った）診療所は１割未満という結果が出てい

ます。 

 また、長期処方を行っている診療所のうち、長期投薬が可能な程度に病状が安定し、患

者（家族）が服薬管理を行うことを確認できた場合以外（以下、病状安定・服薬管理可能

以外）で、長期処方を行っている診療所が 12.7％ありました。 

 病状が安定していても、高齢化によって外来通院が困難となり、在宅医療に移行する患

者は増加しています。処方について、診療に影響する事例（服薬の無断中止、医療費抑制

のための受診機会手控えなど）が生じているケースもあることから、患者の処方と服薬状

況に関する情報については、在宅医療における処方検討のためにも、薬局とのコミュニケ

ーションと情報交換を密にする必要があります。 

 

◆診療所の医薬品処方をめぐる課題 

●長期処方が原因と考えられる事例が発生することについて、患者の理解を進めることも必要。 

●薬局とのコミュニケーションがとれている診療所は、かかりつけ患者の医薬品の管理ができて

いる。診療所と薬局との連携が重要である。 

 

（２）在宅医療移行に向けた薬局との連携強化の必要性 

 長期処方の増加に伴い、在宅医療に移行した患者については、症状が安定していた状況

であっても服薬管理と患者家族の協力が重要だといえます。 

 本調査では、薬局からの残薬の疑義照会や情報提供が多い診療所ほど、処方内容の変更

頻度が高く、「かかりつけの患者に処方されているすべての医薬品の管理」を実施している

割合がやや高いという結果が示されました。 

 在宅医療移行を見据えた高齢患者については、薬局との連携強化が重要になっています。 

医薬品をめぐる取扱いと「かかりつけ医」の今

後 

１｜処方の現状と在宅医療移行をみすえた体制構築     
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（１）在宅医療専門診療所との連携 

 2016年度診療報酬改定において、在宅療養支援診療所のうち、一定の要件を満たしてい

る診療所については、在宅医療専門診療所としての新たな評価が設けられています。 

 そのため、今後はかかりつけ医の普及に従い、在宅医療専門診療所とかかりつけ医の連

携により、在宅支援を行う体制構築も期待されています。 

 よって、現在かかりつけ医であって在宅医療を実施していない診療所は、在宅医療専門

診療所との連携強化、密接な情報交換の推進と併せて、自院が在宅医療への取り組みを推

進することが求められます。 

 

（２）かかりつけ医による外来と在宅のシームレスケア 

 かかりつけ医の普及により、外来と在宅を一体化させようという動きも見られます。そ

のため、かかりつけ医としては在宅医療への取り組みが必須となり、さらに在宅医療専門

診療所との連携も進めていく必要があります。 

 

◆かかりつけ医機能と在宅医療の関わり 
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２｜かかりつけ医が行う在宅医療への転換     
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（１）在宅医療移行をみすえたかかりつけ医への期待 

 かかりつけ医は今後、在宅医療までをフォローする役割が期待されており、その入り口

としては、地域におけるかかりつけ医として信頼を得ることが必要です。 

 国が目指す地域包括ケアシステムの推進において、診療所はかかりつけ医と在宅医療の

担い手としての機能を維持し、拡大することで、地域におけるポジショニングを強固にす

ることができるといえます。 

 

（２）「かかりつけ医」機能充実への対応策 

 かかりつけ医機能は地域医療連携によって充実し、精度を向上させるものだといえます。 

 診療所が、地域包括ケアシステムの中心として位置づけられるかかりつけ医機能を維持

し、拡大するためには、在宅医療の拡充とともに、相手先に薬局や歯科診療所を含んだ連

携強化等に取り組むことが求められています。 

 

●急性期医療との連携強化 

   急性期病院（地域連携室）への訪問、情報交換 

  ⇒ 後方支援として連携先である入院施設の確保 

 

●地域包括診療料および同加算算定の準備 

  適正な評価を得るための施設基準取得 

  ⇒ 医師・看護師等の人材確保、育成への取り組み 

 

●かかりつけ医スキルの習得 

   在宅医療に取り組んでいる連携先との勉強会開催 

  ⇒ かかりつけ医機能の向上、地域医療ゲートキーパーとしての役割拡充 

 

●院外における多職種連携 

   医療（歯科・薬剤）・介護等を含む多職種の勉強会参加 

  ⇒ 看取りを見据え、在宅医療実施時における患者が望む療養の実践 

 

●相談機能の充実 

   医療相談・地域連携担当職員の配置 

⇒ 患者と介護を担う患者家族への支援強化           等 

３｜かかりつけ医としての在宅医療への取り組み     
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